
▶旧自治省で地方自治法の立案に携わった実務家の手による数少ない解説書

▶複数の大学での講義や自治大学校や市町村アカデミーでの職員研修にて教科書採用さ
れている実績ある入門書

▶最新の総務省発行「地方自治月報」掲載データと判例を織り込んだ解説により、地方自
治法を体系的に理解することが可能

▶詳細な目次を掲げ、自治体職員の事務処理に当たって拠り所となる項目をすぐ見つけら
れる構成

旧自治省行政局行政課課長補佐旧自治省行政局行政課課長補佐、同理事官同理事官、公

務員課長等を歴任した著者が務員課長等を歴任した著者が、地方自治法の基地方自治法の基

本をわかりやすく解説した入門書本をわかりやすく解説した入門書。第４版にあた第４版にあた

り、平成29年改正平成29年改正（内部統制の導入内部統制の導入、監査制度監査制度

の充実の充実・強化強化、住民訴訟における地方公共団体住民訴訟における地方公共団体

の長等の損害賠償責任の免除等の長等の損害賠償責任の免除等）を反映。を反映。
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